
4．スポーツの公共性の諸問題
　　　　一イギリスにおけるスポーツ政策を事例として一

内海和雄

1，イギリスのスポーツ政策の変遷

　1．スポーツ政策研究の動向（Sports　Counci1

の位置の大きさ）

　イギリスのスポーツ史、レジャー史の研究は19

70年代以降である（文献14の補遺参照、阿部生雄）

。同様にレジャー社会学は1973年以降である。

　それらのうち、近年のスポーツ研究の約40％は、

善かれ悪しかれSports　C㎝nci1が関わっている。

　スポーツ政策研究は1980年以降である。

　2，イギリスのスポーツ政策の動向一公共性に

関わって一

　Publ　ic　sPhere，publ　lc　Pol　icy，publ　lc　sector

（文献13－p224，5）

　（1）1960年以前

　1）社会背景（以降、社会背景は文献1，2参照）

　第一次世界大戦が帝国主義戦争一色であり『国

王と国のために」戦うのに比して、第二次世界大

戦は帝国主義戦争の様相も持ちながらも、中心的

性格としては反ファシズムの戦争、ファシズムに

対する『民衆の戦争』となり、イギリスは連合軍

の中核を形成しだ。この総力戦の中、イギリスで

は挙国体制が確立し、労働党も内閣に加入した。

労働組合の力も石炭産業を中心に強力化した。こ

うして戦争と社会改革が意識的に結合され戦後の

福祉国家建設へと繋がっていった。

　国家の経済への介入の積極的推進と、「計画』

ということの重要性は、第一次世界大戦時の教訓

を背景とし、ソ連での経済計画の影響もあった。

　1942年12月「ベヴァリ・ソジ報告書』は社会保険

と関連サービスにっいて、「揺篭から墓場まで』

の青写真を提起した。

　1945年7月選挙。労働党政権。社会保険制度、

国民医療制度の実現、完全雇用の維持などととも

に、英国銀行、燃料・動力産業、鉄鋼業など基幹

産業の国有化を謳った。この福祉国家政策は基本

的には1970年代まで保守党も踏襲した。

　戦後は帝国の崩壊（1947，8インド独立）。1949

年4月4日MTO成立、参加。軍事費増大。1950年

代の経済ブームがカラード移民を積極的に受け入

れだ。同様に50年代の経済上昇が戦後の諸制度の

見直しを迫り、青年問題、教育問題の再検討を促

した。Cr㎝therReport（1958）、Alber田arle

Report（1960）。こうした背景の下に㏄PRは1958年

にWolfenden　C㎝mitteeを設立し、1960年に

回01fenden　Reportを得た。

　2）スポーツ動向（文献3参照）

　1935Boardofmucat1㎝がCentra1Council

forRecreativePhyslca1Traln1㎎（CCRPT→CCPR）

を設立

　1937　Phys　ical　Recreatlon　and　Train1㎎　Act

が成立し、The　Fitness　Counci1を創設し資金配

分などの権限を与えた、Natlonal　Fitness　Ca皿一

painを開始した。（対ドイツ戦争で促進されて成

立）しかし戦争で曖昧化したが、援助は教育局か

ら継続された。この法律によりレクリェーション

ヘの国家援助の原理が確立されたといわれる。

（文献12－p9）

　当時の国家的政策はCCPRへの援助のみであり、

1930年代の終了までにはレジャーにおける混合経

済（皿ixedecon㎝yofleisure，state，voluntary，

co㎜ercial）（文献12－p11〉が続いた。

　学校教育では1944年のバトラー教育法により、

地方自治体に対して学校のスポーツ施設建設を奨

励した。戦後のスポーツ政策は学校教育を除けば、

上記の援助のみで、施設建設や行事等の振興は専

らvoluntary　clubに依存し、福祉政策もスポー

ツやレジャーには届かなかった。

　（2）60年代
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　1）社会背景

　1958年以降の景気上昇のなかで、「豊かな社会」

が実現（マクミラン）された。しかし一方で帝国

が崩壊し、60年代のはじめには12の植民地が独立

した。1963年にE　Cへの加盟を拒否される。（72

年1月加盟）60年代半ばから70年代へ経済危機が

進行した。

　1964年10月労働党政権誕生。「大衆消費社会」

の成立。文化的には「寛容にみちた社会』＝タブ

ーヘの挑戦や、50年代後半からの青年問題が深刻

化した。60年代半ばはセックスr解放』が流行し

た。

　2）スポーツ動向

　1960年の回01fenden　Reportは地域福祉として

の青年問題を重視し、レク・スポーツ施設の不足、

地方自治体の役割重視、voluntaris皿の限界を指

摘しSports　Advlsory　Counci1の設立を提案した。

　1965年のAdvisory　Sports　Councllの設立は以

下の情勢下でなされた。

　・63年、保守党政権がMinister　for　Sportを

任命

　・64年の労働党政権（冒ilson～1970）が国家責

任の強化

　・65年胃hltePaper，PolicyfortheArts、芸

術への補助金増

　・67年にthe離ts　Counc11（1946～）に煙鮒

charterが加えられた。

　・66年貿hitePaper．LeisureintheCountry一

典，

　・68年にComtrysideC㎝皿issionを設立（政

府機関→1988quango準政府機関）

　・68年、SPorts　Councn，堕幽，
いろいろな調査を背景にした施設建設基準であり、

その後の影響は大きい。日本の72年保健体育審議

会答申へも影響した。

・69年、SCはDES（教育科学省）から棚L6

（住宅・自治省）管轄へ移管。

　（3）70年代

　1）社会背景

　1970年5月保守党政権（～74．3ヒース首相）。

73年の遅くから翌年に掛けて石炭労組の賃上げス

ト突入となり、戦後最大の危棲となる。その背景

に、オイル危機がある。74年3月労働党政権（第

三次ウィルソン首相、1976年3月～79．5キャラハ

ン首相）発足。

　1974年　自治体再編法が改訂され、各自治体の

規模が拡大され、レジャー部門新設、スポーツ施

策にとって好影響を与えた・76年、IMFからの借

款を受けた。公共施策の削減が条件（労働党政権）

で、以降の福祉国家政策に打撃を与えた。福祉国

家政策の終焉とする意見もある。（Bra皿ha皿＆

Henry）これより地域政策が焦点化し、そして80

年代はThatcher政権による革新自治体潰しが始

まった。

　2）スポーツ動向

　1972年にSports　Counci1が設立され、諮問機

関Advisoryから執行機関Executiveへ発展した。

その政策の中心はSports　for　A11の推進であり、

これまでの要求実現重点から、要求の掘り下げ、

要求実現の民主化（democratization　of　culture

の中で）を重視し始めた。これによりスポーツ管

理の主体が民間から国家へ移行した。

　スポーツ施設の建設も国家的社会経済再建計画

の一部（文献11－p19、文献10－p27）として重視

され始めた。

　1973年には上院レポートが出されRecreation

for　Allのスローガンを提示した。そして自治体

スポーツ行政が進展した。（スポーツカウンシル

との関連）76年には｝hite　Paper，魍

Recreationが、77年には晒ite　Paper，A　Policy

for　tbe　Inner　Cityが出された。1979－80年に

おける242スポーツ団体の平均収入状況（文献10－

p42）を見ると、20％がSports　Counci1と他の政

府機関から、11％がスポンサーや寄付により、69

％が会費、事業収入となっている。

　（4）80年代

　1）社会背景

　1979年5月保守党政権（サッチャー）が成立し、

マネタリズムを理念とし、『自由競争社会」を目

指し、福祉国家の解体、「小さな政府」、夜警国

16



家を指向した。こうして失業の増大、都市暴動、

フーリガン、労働組合抑圧等社会問題は噴出した。

　公共支出の削減（公務員定員削減、教育費抑制）

、国有企業（電信電話、自動車、ガス、航空機

等）の民営化、公営賃貸住宅の売却等、公共性の

崩壊への施策を強めた。フォークランド戦争（19

82）での強硬が一時支持を拡大した。しかし悪名

高き「人頭税」（コミュニティ・チャージ）を採

用し、命取りとなった。

　2）スポーツ動向

　レジャー分野での準政府組織がそれぞれ生まれ

た。TheArtsCounci1，TheSportsCounci1，

The　countryside　Co㎜1sslon（1982～）。

　公共財政の削減の中でSport5Counci1は組織、

機能、予算ともに拡大した。そこでの重点は

Areasofspecialneeds，Footbalhnthec㎝一

皿unity，　Urban　deprivation　grants，　Pound　for

po㎜d　sch舳es，Actlon　sports．等である。

　経済下降、失業の増大、都市の腐敗は政府のレ

ジャーへの介在を早めた（文献11－p70）が、他方

で民間委託、強制競争入札も強化された。80年代

はスポーツヘのスポンサーシップの拡大（文献8－

p141）の時期でもあった。70年代のスポーツ行政

の中心が施設の管理運営であったとすれば、80年

代は地域レクリェーションの時代へ移行した。

　（5）90年代

　1）社会背景

　1992年より教育、医療などの一部を除く全自治

体機能が強制競争入札C㎝pulsory　c㎝petitive

tenderingにかけられることになっている。

　2）スポーツ動向　　　　　　　　（未定）

　（6）戦後スポーツ政策の時期区分

　1）内海は上記のように、約十年ごとの五期に区

分した。

　2）先の資料1（略）では戦後のレジャー「政策．」

史を1976年の福祉国家を基準に二期に区分してい

る。

3）1．P．Henry（’Sportandthestate：thedeve1－

oP皿entofsportpohcylnpost－waBritain’，

一，BritishAssociati
on　of　SPorts　Science　Monograph，No．2，　痂1te

Line　Press，1990）は次のように四期に区分してい

る。

　ア，伝統的複数主義（Tmdltlonal　Pluralis皿）

戦後～1950s：コマーシャルとvo1㎜taryが中心で

stateは補助の段階、1959年の総選挙でもスポー

ツは選挙政策とはなっていなかった。

　イ．福祉改革主義（Welfare　Refo㎜1s皿）1960

～1970年代半ば：スポーツが教育、医療、家と同

様に、基本的人権（f㎜da皿ental　rlght　of　citi－

zenship，civil　right，rlght　of　cltizenship）　1こ

なった。1975年の｝hlte　Paper，Sport　and　Recre－

ation（Depar血ent　of　Environment）はその理念

的承認である。しかし76年のIMF借款より、福祉

国家の衰退が始まった。

　ウ．実務者の批判　（The　Managerialist

Critique）1970年代後半：sports　for　a11政策の

もとでも、人種的、階級的、性的、年齢的な格差

を生んできたとして、新たな台頭とされている。

（時期区分として、今一っ不鮮明）

　エ．ニューライトの台頭（The　New　Rlght　and

sports　policy）：1979年保守党政権以降。公共

投資の削減方針。しかしスポーツに対しては厳し

くなかった。それは、①ナショナリズムの高揚に

スポーツが重要であったこと、②都市暴動に見ら

れるような社会不安定への対策としてスポーツが

活用されたからである。その一方でのスポンサー

シップの奨励、コマーシャルベイス化が進行した。

　3．スポーツ政策研究出現の背景

　1972年以降の執行機関としてのSports　Co㎜ci1

そのものが国家のスポーツヘの直接的介在として

捉えられてきた。しかも80年代に入り、都市問題、

失業問題等への対応も兼ねて、スポーツ部門は益

々重要となり、Sports　Co㎜c11の役割も大きくな

ってきている。補助は拡大したが哩論的探求は詰

められていない。

　他方80年代のサッチャー政権下でのマネタリズ

ム、そして90年代の全自治体での強制競争入札の
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進行の中で、Pubhc　Sectorの位置の再検討力｛求

められている。それは単にスポーツだけでなく、

すべての分野で、個人（自由、選択、責任）と国

家の関連が問題化されている。

II。スポーツ政策の理論

　1．政治的立場とレジャー政策（文献16－p2～）

　LEFr

　co陥回unism一一dem㏄ratic一一1iberalls皿一一

　　　　　　socialis皿

　　　　　　　　　　　　　　　　RIOm
　　　　　　　－conservat　is皿一一一一fasc　i　s皿

　1）Liberalls配法のもとでの生命、財産、自由

は自然権として存在する。国家の介在は個人の自

由の抑圧である。市場原理のもとでは不平等は不

可避であると考える。

　2）Conservatism：リベラリズムも社会主義も理

想論であって欠点がある。保守主義での理想は現

状維持であり、変化から守られねばならない。不

平等は不可避であり家庭の相続を通して継承され

る。富とは、権利や自由と同様に国家によって与

えられた、貴任を伴うところの特権である。

（響ealth　ls　a　prlvi　lege　granted　by　the　state

曲ich・carries　with　it　respons　ibi　lities　as

wellasrightsandfreedoms．）

　3）Socialism：資本主義的生産様式のもとでっ

くられ永続化される不平等の矯正のためには共同

活動（collectlveaction。collectiveconsu皿p－

ti㎝共同消費一内海）が必要であると考える。

　社会主義的スポーツ政策の四っの視点（文献15－

p102）は次のようである。ア，Sports　for　A11の

平等、イ．そのための十分な施設と補助、ウ．諸

施設の社会的所有、エ．施設や組織の民主的規制

（D㎝ocraticcontro1）。

　2．スポーツ提供主体（Provider）をめぐって

　次の三っの主体が考えられる。Public　Sector、

Private（C㎝mercia1）　Sector、　Voluntary　Sector

である。
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（1）消費過程の分類（文献12－p151）　　資料略

　（2）イデオロギー的分類（同前、p152）

　1）アンチ共同主義（Anti－collectMsm）と市

場第一主義

　新リベラリズムと呼ばれ、publicはc㎝merclal

sectorが提供しない部分のみに介在する。個人

の自由、選択が保護されるべきであり、人工的な

二一ズの形成は良くない。経済効率優先であり、

強制競争入札の推進をする。

　2）嫌共同主義（Reluctant　co11㏄tivism）とレ

クリェーション的福祉（R㏄reationa1紺elfare）

　public，vol㎜tary，prlvateの厳格な識別は困難

であり、レジャーにおける混合経済のバランスが

大切とする。教育・医療・住居も混合経済である。

レジャー権はcivil　rightであるよりもs㏄ial

rightであるが、社会福祉における位置は教育・

医療・住居よりも低位である。

　3）フェビアン社会主義とレクリェーション的福

祉

　意味のある自由は平等無くしては有り得ない。

国家の儲囁は資本市場によって形成され永続化さ

れる不平等を矯正したり、共同活動を通しての社

会福祉を最も効果的たらしめること。レジャーに

おける基本的人権を承認する。基本的タームは、

平等、自由、友愛（fe11卵ship）、民主的参加、

人道主義。

　4）マルクス主義と福祉としてのレクリェーショ

ン（Recreatlonas｝elfare）

　レジャーの提供は次の三点に要約される。ア．

社会的緊張や闘争を減ずる、イ，社会的、経済

的分離を覆い隠し、人為的な地域、国家共同体観

念をっくる、ウ．支配階級の価値観を労働者階級

へ注入する。したがって、マルクス主義はレジャ

ー政策の手段性を強調する。それ以外はあまり展

開していない。

　5）フェミニズムとレジャー政策

　3）と4）の混合で成り立ち、意思決定過程におけ

る女性の劣位、女性の進出を強調する。

　3，諸概念



　1）基本的人権と社会権

　ア．基本的人権　（Civil　Right，Rlght　of

Citizenship）

　社会権よりもより一層Collectiv6であり、

Public　Sectorの責任は大きい。1975年の回hlte

Paper，Sport　and　Re㏄eationは基本的人権の立場

にたっている。

　イ．社会権（Soclal　Right）

　社会権のなかでもレジャーの権利は教育、住宅、

医療への権利よりも低く考えられている。ここで

酔まPublic　Sector，C〔皿皿ercial　Sector，Subsidy，

Partnershipが含まれる。

　Pubhc　Sectorは地域の健康（知・徳・体〉に

とって必要だが、私企業が行わないものを行う。

『レジャーへの参加保障を基本的人権として主張

する急進福祉主義（Radica1艀elfaris皿）は別とし

て、大部分の人は緩い形での社会権は承認してい

る。（文献11－p160）

　2）自由と平等、どちらが優位か

　ア，自由（Freed㎝）＝レジャーは個人主義であ

り、個人の自由、選択により市場原理に委ねられ

るものとする。公共施策は自足できない少数者に、

短期的に与えられる。

　イ，平等（Equality）：市場原理では自由はなく

なるので公共部門で保障する必腰がある。

　3）社会事業と福祉事業

　ア．社会事業（Social　Service）

　イ，・福祉事業（｝elfaeService）

　4）Public　Policyの考え方

　ア．共同消費（Collective　Consumption）＝非市

場分野、健康・教育など。労働党のレジャー観に

近い。

　イ．準共同消費（Quas1－collective　Consu皿p－

ti㎝）＝本質的にPrivateなものへの公共補助。保

守党や自由党のレジャー観に近い、国や自治体は

補完（C㎝p1皿ent）するだけ。

2．『サービス産業と福祉政策一イギリスの経験

一』森嶋通夫他、創文社、1987。

3．認01fendenC㎝皿ittee．SPort＆theCo㎜㎜1ty，

㏄PR．1960．

4。Sportintheseventies－Maki㎎goodthe

defficiencies一，Theneedforaplanned

progra皿meofcapitahnvest皿entonsports

facilities，TheSportsCounci1，1972

5．SportintheC㎝皿unity－Thenextten

years一，The　Sports　Counci1，1982．

6。lntothe90’s－AStrategyforsport1988一

1993，The　Sports　Counc　i1，1988．

7．H．J．Evans，ServicetoSport－TheStoryof

theC㏄R－1935to1972。，TheSportsCounci1，

1974．

8・P・C・凹clntosheta1，一L
forAllPolicy196卜1984一飢da冒ayFor蹴d一，

The　Sports　Counc　i1，1985．

9，J．F．Coghlan　et　al，Sport　and　British　Poli
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